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令和４年さいたま市議会２月定例会提出議案一覧

合計６７件（予算議案３３件・条例議案１６件・一般議案７件・道路議案２件・人事議案９件）

≪予算議案≫ 

議案第１号～議案第１６号 

 （内容）

  ・ 令和３年度さいたま市一般会計補正予算    １件

  ・ 令和３年度さいたま市特別会計補正予算   １２件

・ 令和３年度さいたま市水道事業会計補正予算  １件

  ・ 令和３年度さいたま市病院事業会計補正予算  １件

  ・ 令和３年度さいたま市下水道事業会計補正予算 １件

議案第１７号～議案第３３号 

 （内容）

  ・ 令和４年度さいたま市一般会計予算    １件

  ・ 令和４年度さいたま市特別会計予算   １３件

  ・ 令和４年度さいたま市水道事業会計予算  １件

  ・ 令和４年度さいたま市病院事業会計予算  １件

  ・ 令和４年度さいたま市下水道事業会計予算 １件

≪条例議案≫ 

議案第３４号 さいたま市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・総務局総務部行政透明推進課） 

  デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律における行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律の廃止に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 規定の整備 

   ・ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律が廃止され、個人情報の保護に関す

る法律に統合されることに伴い、条例で引用する法律及び条項の整備を行うもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

議案第３５号 さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・都市戦略本部デジタル改革推進部）

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省

令で定める事務及び情報を定める命令の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 特定個人情報の追加

   ・ 地方税の賦課徴収又は地方税に関する調査に関する事務等について、庁内において情

報連携を行うものとして療育手帳に関する情報を追加するもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 
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議案第３６号 さいたま市職員定数条例の一部を改正する条例の制定について

       （所管課所・総務局人事部人事課）

  新たな定員管理に関する計画の策定等に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ 各機関における職員の定数の改正 

区分
定数

現行 改正後 増減員数

市長の事務部局の職員（市立病院の

職員を除く。） 
５，６８２人 ５，９８０人 ２９８人

市立病院の職員 １，０４８人 １，２２１人 １７３人

議会の事務部局の職員 ３４人 ３５人 １人

選挙管理委員会の事務部局の職員 １３人 １４人 １人

教育委員会の事務部局及び学校その

他の教育機関の職員 
１，０３３人 ９７７人 △５６人

消防職員 １，３５７人 １，３９３人 ３６人

水道事業管理者の事務部局の職員 ３７６人 ３８４人 ８人

２ 定数外の職員に係る規定の見直し 

 地方自治法の規定により派遣されている職員等を定数外とするもの。 

 定数外の職員は、復職し、又は職務に復帰した日の属する年度の末日まで定数から除 

くこととするもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日

議案第３７号 さいたま市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・総務局人事部人事課）

  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改正等を踏

まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ 非常勤職員の育児休業取得要件の緩和 

・ 非常勤職員の育児休業の取得要件のうち、任命権者を同じくする職に引き続き在職し

た期間が１年以上であることとする要件を廃止するもの。 

２ 非常勤職員の部分休業取得要件の緩和 

・ 非常勤職員の部分休業の取得要件のうち、任命権者を同じくする職に引き続き在職し

た期間が１年以上であることとする要件を廃止するもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

議案第３８号 さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市消防長及び消防署長の資格を

定める条例の一部を改正する条例の制定について

       （所管課所・総務局総務部総務課） 

  トップマネジメントを補佐する体制の強化及び充実を図るため、市長公室を１局２部の組織

へ見直すことに伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 等級別基準職務表における公室長の職務の級の変更 

・ 公室長の職務の級を「７級」から「８級」に改めるもの。 
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  ２ 消防長の資格の変更 

   ・ 消防長の資格の要件について、市長公室の長の職であった者を加えるもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

議案第３９号 さいたま市恩給条例を廃止する条例の制定について 

       （所管課所・総務局人事部職員課）

退隠料又は遺族扶助料について、受給対象者がいなくなったことに伴い、条例を廃止するも

の。 

 （施行期日） 公布の日 

議案第４０号 さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・都市局都市計画部都市計画課）

租税特別措置法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。

 （内容） 

  ・ 規定の整備 

   ・ 条例で引用している租税特別措置法等の条項を整備するもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

議案第４１号 さいたま市民生委員定数条例の一部を改正する条例の制定について 

（所管課所・保健福祉局福祉部福祉総務課）

人口の増加、高齢化等により民生委員の負担が増加している現状を鑑み、民生委員一斉改選

に併せて定数を見直すため、所要の改正を行うもの。 

（内容） 

  ・ 民生委員の定数の増員 

現行 改正後 増員数 

１，４５８人 １，４６９人 １１人

 （施行期日） 令和４年１２月１日 

議案第４２号 さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例及びさいたま市放課後児童ク

ラブ条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・保健福祉局福祉部障害政策課） 

 さいたま市大砂土ふれあいの里の中規模修繕工事に伴い、さいたま市大砂土障害者デイサー

ビスセンター及びさいたま市立大砂土放課後児童クラブがそれぞれ一時的に移転するため、所

要の改正を行うもの。 

 （内容） 

・ 位置の改正 

 さいたま市大砂土障害者デイサービスセンターの位置について、「本郷町１７番地７

」を「盆栽町４５３番地」に改めるもの。 

 さいたま市立大砂土放課後児童クラブの位置について、「本郷町１７番地７」を「本

郷町１番地」に改めるもの。 

 （施行期日） 令和４年７月１日 
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議案第４３号 さいたま市心身障害者医療費支給条例等の一部を改正する条例の制定について

       （所管課所・保健福祉局福祉部年金医療課）

  心身障害者医療費、ひとり親家庭等医療費及び子育て支援医療費の対象者要件の見直し及び

対象者の利便性の向上を図るため、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 対象者要件の見直し 

   ・ 心身障害者医療費、ひとり親家庭等医療費及び子育て支援医療費の対象者要件を複数

満たす場合における重複登録の制限及び優先登録の規定を整備するもの。 

  ２ 受給資格の登録手続の簡略化 

   ・ 市長は、他の医療費の受給対象者として登録されたことにより受給資格を喪失してい

た者が一定の事由に該当した場合にあっては、当該者を再度受給資格者として登録する

こととするもの。 

  ３ 受給資格証の交付単位の見直し 

   ・ ひとり親家庭等医療費に係る受給資格証の交付単位を世帯から個人に改めるもの。 

  ４ 自動償還払の対象医療機関の変更 

   ・ 現物給付の対象となる医療機関が拡大することに伴い、心身障害者医療費の自動償還

払の対象となる医療機関の規定を整備するもの。 

  ５ 規定の整備 

   ・ 条例で引用している障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の

条項を整備するもの。 

 （施行期日） 令和４年１０月１日（５については公布の日） 

議案第４４号 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

       （所管課所・子ども未来局子ども家庭総合センター総務課）

  児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

１ 懲戒等の際の権限の濫用禁止に係る対象範囲の改正 

・ 児童福祉法による児童福祉施設の長が行う懲戒等の対象が、満１８歳未満の児童にな

ったことに伴い、条例で規定する当該懲戒等に係る権限の濫用禁止の対象範囲を改正す

るもの。 

２ さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正 

・ 条例で準用している児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正に伴

い、読替えに係る規定の整備を行うもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

議案第４５号 さいたま市子ども家庭総合センター条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・子ども未来局子ども家庭総合センター総務課）

  民法の一部改正により、成年年齢が引き下げられることに伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 規定の整備 

 子ども家庭総合センターの業務の規定中「未成年者」を「子ども」に改めるもの。 
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 市民コンタクトスクエアの利用資格等の規定中「未成年者」を「２０歳未満の者」に 

改めるもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

議案第４６号 さいたま市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

       （所管課所・保健福祉局福祉部国民健康保険課） 

  地方税法等の一部改正及び国民健康保険税の税率の見直しに伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  １ 税率の改定 

   ・ 国民健康保険税の税率について次のとおり改めるもの。 

 改正前 改正後 

基礎課税額 税率 
所得割額 ７．５１％ ７．２６％

均等割額 ２９，５００円 ３０，９００円

後期高齢者支援金等課税額 税率 
所得割額 ２．２４％ ２．４２％

均等割額 ９，１００円 ９，９００円

介護納付金課税額 税率 
所得割額 ２．１０％ ２．１７％

均等割額 １０，２００円 １０，９００円

  ２ 均等割額の減額に係る割合等の見直し 

   ・ 世帯の所得に応じた国民健康保険税の均等割額の減額に係る割合等について次のとお

り改めるもの。 

第１項（低所得者） 改正前 改正後 

基礎課税額 

７割軽減 ２０，６５０円 ２１，６３０円 

５割軽減 １４，７５０円 １５，４５０円 

２割軽減 ５，９００円 ６，１８０円 

後期高齢者支援金等課税額

７割軽減 ６，３７０円 ６，９３０円 

５割軽減 ４，５５０円 ４，９５０円 

２割軽減 １，８２０円 １，９８０円 

介護納付金課税額 

７割軽減 ７，１４０円 ７，６３０円 

５割軽減 ５，１００円 ５，４５０円 

２割軽減 ２，０４０円 ２，１８０円 

  ３ 未就学児に係る均等割額の軽減措置の導入 

   ・ 地方税法等の一部改正に伴い、納税義務者の世帯に属する未就学児に係る被保険者均

等割額を５割減額するもの。 

第２項（未就学児） 改正前 改正後 

基礎課税額 

７割軽減  ４，６３５円 

５割軽減  ７，７２５円 

２割軽減  １２，３６０円 

軽減なし  １５，４５０円 

後期高齢者支援金等課税額

７割軽減  １，４８５円 

５割軽減  ２，４７５円 

２割軽減  ３，９６０円 

軽減なし  ４，９５０円 

  ４ 規定の整備 

   ・ 条例で引用している地方税法の条項を整備するもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日 



- 6 - 

議案第４７号 さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・環境局環境共生部環境対策課） 

  特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律施行令の一部改

正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 （内容） 

  ・ 特定化学物質の取扱量等の報告の特例 

   ・ 令和５年度における取扱量等の報告は、改正前の特定化学物質の環境への排出量の把

握等及び管理の改善の促進に関する法律施行令に規定する化学物質について行うことと

するもの。 

 （施行期日） 令和５年４月１日

議案第４８号 さいたま市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・水道局給水部水道計画課） 

  水道法に基づく水道事業の変更認可に係る事業計画との整合を図るため、所要の改正を行う

もの。

 （内容） 

・ 経営の基本に係る事項の改正 

 給水人口を「１３３万人」から「１４０万人」に改めるもの。 

 １日最大給水量を「５７万５，０００立方メートル」から「４２万８，０００立方メ

ートル」に改めるもの。 

 （施行期日） 令和４年４月１日

議案第４９号 さいたま市消防団条例の一部を改正する条例の制定について 

       （所管課所・消防局総務部消防団活躍推進室） 

  非常勤消防団員の報酬等の基準の策定等を踏まえ、所要の改正を行うもの。

 （内容） 

１ 規定の整備 

  ・ 災害の定義を加え、規定の明確化を図るもの。 

２ 報酬の見直し 

 報酬を「年額報酬」及び「出動報酬」とするもの。 

 年額報酬の金額を、次のとおりとするもの。 

区分 
報酬額 

改正前 改正後 

消防団長 １１９，０００円 ８２，５００円

消防副団長 ８６，０００円 ６９，０００円

消防分団長 ６５，０００円 ５０，５００円

消防副分団長 ５２，０００円 ４５，５００円

消防部長 ３９，０００円 ３７，０００円

 費用弁償として支給していた出動手当を廃止し、新たに創設する出動報酬の金額を、

次のとおりとするもの。 
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    ア 災害の職務

項目 改正前（出動手当） 改正後（出動報酬） 

支給額 ３，０００円 ４，０００円

従事時間による加算 
６時間を超える場合、３，０

００円を加算 

４時間を超える場合、その超

過時間４時間までごとに４，

０００円を加算 

    イ ア以外の職務

項目 改正前（出動手当） 改正後（出動報酬） 

支給額 ２，５００円 ３，０００円

従事時間による加算 なし 
４時間を超える場合、３，０

００円を加算 

 （施行期日） 令和４年４月１日 

≪一般議案≫ 

議案第５０号 大宮武道館中規模修繕（建築）工事請負契約について 

       （所管課所・スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課） 

 （内容）

  １ 契約の目的

    大宮武道館中規模修繕（建築）工事 

  ２ 契約の方法

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ４億８，２３９万１，８００円 

  ４ 契約の相手方 

    田中・スミダ特定共同企業体 

議案第５１号 さいたま市立針ヶ谷小学校（１－１、－２、－３・３・３０棟）リフレッシュ改

修（建築）工事請負契約について 

       （所管課所・教育委員会事務局管理部学校施設課） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    さいたま市立針ヶ谷小学校（１－１、－２、－３・３・３０棟）リフレッシュ改修（建

築）工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ５億２，３６０万円 

  ４ 契約の相手方 

    三ツ和・山一特定共同企業体 
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議案第５２号 舘岩少年自然の家中規模修繕（建築）工事請負契約について 

       （所管課所・教育委員会事務局学校教育部舘岩少年自然の家） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    舘岩少年自然の家中規模修繕（建築）工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ９億６，５８０万円 

  ４ 契約の相手方 

    秋山ユアビス・南会西部特定共同企業体 

議案第５３号 舘岩少年自然の家中規模修繕（電気設備）工事請負契約について 

       （所管課所・教育委員会事務局学校教育部舘岩少年自然の家） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    舘岩少年自然の家中規模修繕（電気設備）工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ３億３６０万円 

  ４ 契約の相手方 

    浦和・和泉特定共同企業体 

議案第５４号 舘岩少年自然の家中規模修繕（機械設備）工事請負契約について 

       （所管課所・教育委員会事務局学校教育部舘岩少年自然の家） 

 （内容） 

  １ 契約の目的 

    舘岩少年自然の家中規模修繕（機械設備）工事 

  ２ 契約の方法 

    一般競争入札 

  ３ 契約金額 

    ７億２，４７４万６，０００円 

  ４ 契約の相手方 

    積田・八ッ橋特定共同企業体 

議案第５５号 財産の取得について（（仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園等用地） 

       （所管課所・都市局都市計画部都市公園課） 

  （仮称）埼玉県立総合教育センター跡地公園等用地を取得するため、議決を求めるもの。 

 （内容） 

  １ 物件の表示 

 所在地 緑区大字三室字西宿１３０５番１ほか１筆 
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 取得面積 １万４，０８５．６５平方メートル 

  ２ 取得先  

    埼玉県 

  ３ 取得価格 

    ６億３，４８５万３１０円 

議案第５６号 包括外部監査契約について 

（所管課所・総務局総務部総務課）

  包括外部監査契約を締結するため、議決を求めるもの。

 （内容）

  １ 契約の目的

包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

  ２ 契約の始期

令和４年４月１日

  ３ 契約金額

    １，７００万円を上限とする額

  ４ 契約の相手方

松浦 竜人 

≪道路議案≫ 

議案第５７号 市道路線の認定について 

       （所管課所・建設局土木部土木総務課） 

 （内容）

一  般 ３５路線

開  発 ７路線

合  計 ４２路線

議案第５８号 市道路線の廃止について 

       （所管課所・建設局土木部土木総務課） 

 （内容）

一  般 ２４路線

開  発 ０路線

合  計 ２４路線

≪人事議案≫ 

議案第５９号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分

吉本 真理 再任 
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議案第６０号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分

大熊 朋子 新任 

議案第６１号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  固定資産評価審査委員会委員に選任するため、同意を求めるもの。 

氏  名 区  分

堀 好一 新任 

議案第６２号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

佐  清美 再任

議案第６３号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

並木 惠美子 再任

議案第６４号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

野邉 祥子 再任

議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

藤本 裕子 再任

議案第６６号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

前田 三惠子 再任
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議案第６７号 人権擁護委員候補者の推薦について 

       （所管課所・総務局総務部総務課）

  人権擁護委員候補者として推薦するため、意見を求めるもの。 

氏  名 区  分

渡邊 秀子 新任 


